



















( 1 ) 例えば厚生労働省が実施している主要な統計調査や業務統計は 299 統計あるが、その 4
分の 1 (26.4%) にあたる 79 統計が都道府県・市町村・その他の公的機関等を対象とした
ものである。
( 2 ) 都道府県については、都道府県別指数表中の「目的別、性質別経費及び充当財源の状況」、
市町村については、各団体類型別の本表 3「目的別、性質別経費及び充当財源の状況」。
なお、これらの表は、都道府県は 2009 年度から、市町村は 2005 年度から、最新年度 (本稿

































( 3 ) このようなクロス集計表は既存統計を再集計することでは得られない。ただし、2016









































































況」では、表側 (行) を目的別歳出科目 (款項)、表頭 (列) を歳入科目
にした表で表示されている。これを行について百分率で表示したものを政
策行列と名付ける。同様に、表側 (行) を目的別歳出科目 (款項)、表頭













( 4 ) 財源ベクトルの要素は、決算書の歳入内訳である。具体的には、国庫支出金、使用料・
手数料、分担金・負担金・寄附金、財産収入、繰入金、諸収入、繰越金、地方債、一般財
源の 9つの要素である。
( 5 ) 政策ベクトルの要素は目的別経費の諸項目である。ただし、決算書では、目的別経費は
17 の款 (議会費、総務費、民生費、衛生費、労働費、農林水産業費、商工費、土木費、警
察費、消防費、教育費、災害復旧費、公債費、普通財産取得費、公営企業費、前年度繰上




高等学校費、特殊学校費、社会教育費) の計 47 の項目で構成されているが、重複を排除
するため、項を設けている 5 つの款 (総務費、民生費、衛生費、農林水産業費、土木費、
教育費) については、款に代えて項をベクトルの要素として使用するため政策ベクトルの
要素は 41 である。





( 7 ) したがって、政策行列は 41×9 行列、執行行列は 14×41 行列となる。
309(309)
自治体における行政活動の定量的把握
次に、自治体名 (i) と年度 (j) を添字として、財源ベクトルを x i,j、













表わすのが執行行列 (I i,j) である。
以上のモデルを前提にして、まず、定義より次の関係がある。
y i,j=P i,jx i,j (1)












次に、t+1 年度における政策ベクトル y i,t+1は、t 年度から t+1 年度
の財源ベクトルの変化を Δx i,t+1とおくと、式 (1) から次のように導か
れる。
y i,t+1=P i,t+1x i,t+1
=P i,t(x i,t+Δx i,t+1)+Δy i,t+1
=P i,tx i,t+P i,t,Δx i,t+1+Δy i,t+1 (3)
すなわち、t+1 年度の政策ベクトル y i,t+1を、t 年度の政策ベクトル P i,tx i,t












=β i,t+1−β1 i,t+1に分解できる。したがって式 (3) は、
y i,t+1=P i,tx i,t+α i,t+1+β1 i,t+1+β2 i,t+1 (4)





期) の政策は、現年度 (t 期) の既定政策 (P i,tx i,t) を踏襲したうえで、
現年度からの財源の量的変化による自然増減的な変化分 (α i,t+1)、その量
的変化に対する調整としての変化分 (β1 i,t+1)、新規事業等による政策の
質的な変化分 (β2 i,t+1) の 3 つの政策変化が合成されたものと見ることが
できる。
同様に、式 (2) は、
z i,t+1=I i,ty i,t+γ i,t+1+δ1 i,t+1+δ2 i,t+1 (5)
と書き換えることができる。次年度 (t+1 期) の執行体制は、現年度 (t
期) の執行体制 (I i,ty i,t) を引継いだうえで、現年度政策のもとでの業務量
の変化による執行体制の自然増減的な変化分 (γ i,t+1)、その量的変化に対
する調整としての変化分 (δ1 i,t+1)、行革等による独自の執行体制見直しに


















自治体間比較 (横断的分析) では、2014 年度の 47 都道府県を対象にして
分析する。年度間比較 (経年的分析) では、標準的な都道府県 1県と本学

























すべての 2 都道府県間 (n=1081, 47C2) について相関係数をとり、その分
布を分析した。
全体的にみると、政策ベクトルの相関係数の分布の平均値は 0.87、最大
値は 0.99 (栃木県・群馬県間)、最小値は 0.35 (東京都・高知県間) であ
る。執行ベクトルの相関係数の分布の平均値は 0.97、最大値は 1.00








国平均は 0.87 である。執行ベクトルは、最大値が岐阜県の 0.98、最小値








































1 愛媛県 0.9238 25 和歌山県 0.8980 1 岐阜県 0.9836 25 岩手県 0.9762
2 滋賀県 0.9213 26 福井県 0.8936 2 新潟県 0.9833 26 茨城県 0.9759
3 岐阜県 0.9203 27 島根県 0.8919 3 滋賀県 0.9831 27 秋田県 0.9757
4 大分県 0.9189 28 山梨県 0.8919 4 福岡県 0.9830 28 大阪府 0.9752
5 山口県 0.9186 29 京都府 0.8813 5 千葉県 0.9821 29 島根県 0.9749
6 石川県 0.9177 30 静岡県 0.8809 6 香川県 0.9817 30 兵庫県 0.9741
7 熊本県 0.9167 31 福岡県 0.8804 7 山口県 0.9812 31 山梨県 0.9737
8 広島県 0.9148 32 三重県 0.8740 8 愛知県 0.9809 32 宮城県 0.9731
9 山形県 0.9145 33 鹿児島県 0.8727 9 大分県 0.9808 33 佐賀県 0.9730
10 宮崎県 0.9144 34 埼玉県 0.8696 10 石川県 0.9805 34 京都府 0.9721
11 兵庫県 0.9138 35 新潟県 0.8653 11 群馬県 0.9802 35 福島県 0.9710
12 富山県 0.9131 36 鳥取県 0.8579 12 宮崎県 0.9802 36 奈良県 0.9686
13 徳島県 0.9099 37 奈良県 0.8575 13 熊本県 0.9797 37 岡山県 0.9678
14 愛知県 0.9095 38 千葉県 0.8567 14 広島県 0.9793 38 徳島県 0.9664
15 長野県 0.9091 39 沖縄県 0.8516 15 山形県 0.9790 39 三重県 0.9647
16 長崎県 0.9072 40 大阪府 0.8476 16 富山県 0.9788 40 高知県 0.9638
17 青森県 0.9071 41 高知県 0.8238 17 栃木県 0.9787 41 鹿児島県 0.9615
18 栃木県 0.9065 42 岩手県 0.8235 18 愛媛県 0.9783 42 鳥取県 0.9588
19 北海道 0.9054 43 神奈川県 0.8194 19 長野県 0.9781 43 静岡県 0.9563
20 茨城県 0.9053 44 岡山県 0.8113 20 福井県 0.9777 44 埼玉県 0.9483
21 香川県 0.9050 45 宮城県 0.7991 21 長崎県 0.9774 45 神奈川県 0.9450
22 佐賀県 0.9035 46 東京都 0.5326 22 北海道 0.9770 46 東京都 0.9417
23 秋田県 0.9033 47 福島県 0.5053 23 和歌山県 0.9766 47 沖縄県 0.9057
24 群馬県 0.9002 全国平均 0.8716 24 青森県 0.9765 全国平均 0.9719
年度間比較では 2つの分析を行う。第 1 に、図表 1の分析モデルで示し




























(款項) の変化要因を、式 (4) に従って財源変化分 (α i,t+1)、財源調整分
(β1 i,t+1)、独自政策分 (β2 i,t+1) に分解した (図表 6)。
図表 6では、財源変化分の降順に配列しているが、それで鮮明に示され



















国庫支出金 32,971 41,823 −8,852 −21.2 %
使用料・手数料 3,653 2,849 804 28.2 %
分担金・負担金・寄附金 497 883 −386 −43.7 %
財産収入 257 285 −28 −9.8 %
繰入金 9,304 7,959 1,345 16.9 %
諸収入 45,690 47,627 −1,937 −4.1 %
繰越金 3,399 1,205 2,194 182.1 %
地方債 36,689 29,659 7,030 23.7 %
一般財源等 233,324 226,269 7,055 3.1 %


















8 土木費 2道路橋りょう費 15,801 19,008 −3,207 2,192 −2,745 −2,654
9警察費 29,561 28,849 712 1,818 −2,277 1,170
8 土木費 3河川海岸費 7,983 8,565 −582 1,601 −2,004 −179
13 公債費 46,658 45,454 1,204 1,133 −1,418 1,490
11教育費 1教育総務費 19,955 20,696 −741 755 −946 −551
11教育費 4高等学校費 15,718 14,148 1,570 678 −849 1,741
2 総務費 1総務管理費 8,178 10,700 −2,522 663 −830 −2,355
8 土木費 5都市計画費 2,836 3,421 −585 470 −589 −466
17 その他 17,237 15,269 1,968 463 −580 2,085
8 土木費 6住宅費 1,993 2,341 −348 306 −383 −271
11教育費 7その他 5,755 5,994 −239 258 −323 −174
3民生費 3児童福祉費 9,642 9,162 480 175 −219 524
2 総務費 3市町村振興費 1,260 1,526 −266 161 −202 −225
6農林水産業費 1農業農地費 4,078 4,303 −225 161 −201 −184
8 土木費 4港湾費 1,038 1,104 −66 148 −185 −29
2 総務費 2徴税費 3,774 3,624 150 116 −145 179
8 土木費 1土木管理費 1,092 1,065 27 115 −145 56
11教育費 5特殊学校費 6,978 6,598 380 100 −126 405
4衛生費 2保健所費 1,051 1,125 −74 28 −35 −67
1議会費 767 731 36 24 −30 42
4衛生費 1公衆衛生費 2,477 2,663 −186 17 −22 −182
6農林水産業費 4水産業費 700 550 150 11 −14 153
6農林水産業費 3林業費 10,293 3,582 6,711 11 −14 6,714
6農林水産業費 2畜産業費 413 388 25 8 −10 27
3民生費 5その他 47 17 30 0 −1 30
8 土木費 7空港費 0 0 0 0 0 0
10消防費 0 0 0 0 0 0
14普通財産取得費 0 0 0 0 0 0
15 公営企業費 0 0 0 0 0 0
16前年度繰上充用金 0 0 0 0 0 0
11教育費 6社会教育費 1,183 1,105 78 −10 13 75
12災害復旧費 3,509 1,377 2,132 −17 22 2,128
2 総務費 4その他 3,052 2,840 212 −54 68 198
3民生費 4生活保護費 1,532 1,472 60 −157 197 20
3民生費 1社会福祉費 20,359 19,298 1,061 −185 232 1,014
5 労働費 3,231 4,620 −1,389 −220 276 −1,445
11教育費 3中学校費 15,247 14,831 416 −339 425 330
3民生費 2老人福祉費 26,467 25,152 1,315 −455 569 1,200
4衛生費 3その他 5,506 5,284 222 −598 748 71
11教育費 2小学校費 25,216 24,527 689 −746 934 501
7商工費 45,195 47,170 −1,975 −1,416 1,772 −2,332






















変化についても、政策ベクトルの変化と同様に、政策変化分 (ϒ i,t+1) を
相殺する組織調整分 (δ1 i,t+1) が存在し、組織の執行構造の恒常性が維持
されることが示されている。他方、独自改革分 (δ2 i,t+1) について見ると、
補助費等、職員給、普通建設事業費 (単独事業費) などの本来は主要な行
革項目が逆に増額されている。これは、京都府の 26 年度決算が一般財源






































17,876 21,827 −3,951 4,049 −9,164 1,164
三維持補修費 1,309 1,302 7 1,362 −3,083 1,728
六普通建設事業費
(単独事業費)
19,578 17,361 2,217 1,064 −2,407 3,561
二物件費 12,293 12,022 271 325 −736 682
一職員給 77,696 74,306 3,390 76 −173 3,487
九投資及び出資金 298 312 −14 4 −9 −9
七失業対策事業費 0 0 0 0 0 0
十一繰出金 1,292 1,394 −102 −44 100 −158
十貸付金 43,765 46,421 −2,656 −216 490 −2,929
八積立金 2,391 9,959 −7,568 −265 600 −7,903
一職員給以外の人
件費
29,503 28,574 929 −1,097 2,482 −456
五補助費等 98,565 85,990 12,575 −1,536 3,476 10,635
十二その他 49,821 46,480 3,341 −1,575 3,565 1,351
四扶助費 5,237 5,183 54 −1,775 4,017 −2,188





次に、京都府と愛媛県について、2009 年度から 2014 年度の 6 年間の経
年変化を検証する。ここでは政策変化の財源調整分、独自政策分と、執行
変化の組織調整分、独自改革分の規模の経年変化に着目して分析する。規
模の経年変化は、変化後の年度 (2014 年度) の政策ベクトル、執行ベク
トルのノルムと、各ベクトルの変化分のノルムの比で測定した。




2011 年 3月 11日の東日本大震災によって、岩手県、宮城県、福島県の
321(321)
自治体における行政活動の定量的把握
図表 8 変化要因の規模の経年変化 (1)
H21-H22 H22-H23 H23-H24 H24-H25 H25-H26
京都府
政策構造
財源調整規模 119 585 690 1,227 5,240
対全体比 0.13 % 0.63 % 0.76 % 1.32 % 5.59 %
独自政策規模 8,046 5,731 5,595 8,552 9,211
対全体比 8.96 % 6.13 % 6.17 % 9.19 % 9.82 %
執行構造
組織調整規模 5,487 13,422 10,679 11,187 12,147
対全体比 3.99 % 9.54 % 7.76 % 8.09 % 8.21 %
独自改革規模 8,121 4,876 3,736 7,096 12,155
対全体比 5.91 % 3.47 % 2.71 % 5.13 % 8.21 %
愛媛県
政策構造
財源調整規模 1,931 844 2,189 3,567 1,035
対全体比 1.75 % 0.78 % 2.08 % 3.33 % 0.97 %
独自政策規模 12,136 10,184 7,151 14,199 8,511
対全体比 11.01 % 9.45 % 6.80 % 13.24 % 7.97 %
執行構造
組織調整規模 7,406 14,019 1,543 14,740 5,636
対全体比 0.84 % 1.57 % 0.18 % 1.65 % 0.64 %
独自改革規模 22,098 11,353 41,391 48,551 21,863





見たものである。被災 3 県では、震災を跨ぐ 2010 (H22) 年度決算と
2011 (H23) 年度決算の間に劇的な変化が見られる。比較対象である山形
県は、財源調整規模が特に小さいという特色があるが、独自政策規模は愛
媛県や京都府と同様 10%程度の規模である。これに対し被災 3 県では、
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図表 9 変化要因の規模の経年変化 (2)
図表 10 東日本大震災による行政構造の経年変化 (1)
H21-H22 H22-H23 H23-H24 H24-H25 H25-H26
岩手県
岩手財源調整規模 3,231 46,641 22,272 23,698 32,969
対全体比 2.39 % 19.54 % 10.04 % 10.25 % 16.74 %
岩手独自政策規模 12,298 157,979 115,106 52,849 68,281
対全体比 9.11 % 66.18 % 51.87 % 22.87 % 34.67 %
宮城県
宮城財源調整規模 469 55,618 6,882 25,672 33,300
対全体比 0.53 % 25.97 % 3.09 % 14.86 % 25.62 %
宮城独自政策規模 6,452 167,656 82,339 80,884 77,818
対全体比 7.32 % 78.28 % 36.96 % 46.81 % 59.88 %
福島県
福島財源調整規模 868 91,339 59,901 49,347 34,857
対全体比 0.85 % 24.25 % 27.50 % 15.58 % 10.87 %
福島独自政策規模 7,540 329,018 183,088 269,202 119,636
対全体比 7.41 % 87.35 % 84.06 % 84.98 % 37.32 %
山形県
山形財源調整規模 1,460 415 11 4,505 1,329
対全体比 1.11 % 0.30 % 0.01 % 3.41 % 1.02 %
山形独自政策規模 9,934 14,695 10,951 15,801 16,092
対全体比 7.55 % 10.74 % 8.35 % 11.95 % 12.34 %






































α i, t+1 β1i, t+1 β2i, t+1
1議会費 774 677 97 205 −105 −3
2 総務費 1総務管理費 241,693 16,749 224,944 6,396 −3,284 221,831
2 総務費 2徴税費 3,579 3,575 4 1,730 −888 −838
2 総務費 3市町村振興費 20,582 2,681 17,901 3,695 −1,897 16,103
2 総務費 4その他 8,353 6,202 2,151 9,138 −4,691 −2,296
3民生費 1社会福祉費 29,545 14,518 15,027 39,512 −20,284 −4,200
3民生費 2老人福祉費 28,256 23,662 4,594 60,264 −30,938 −24,732
3民生費 3児童福祉費 14,096 10,790 3,306 27,371 −14,052 −10,014
3民生費 4生活保護費 2,149 2,235 −86 12,418 −6,375 −6,129
3民生費 5その他 93,223 1,150 92,073 0 0 92,073
4衛生費 1公衆衛生費 8,936 8,436 500 9,148 −4,696 −3,951
4衛生費 2保健所費 1,111 1,099 12 331 −170 −149
4衛生費 3その他 231,964 4,286 227,678 41,431 −21,270 207,517
5 労働費 17,081 6,717 10,364 55,314 −28,397 −16,553
6農林水産業費 1農業農地費 18,926 16,560 2,366 54,601 −28,031 −24,204
6農林水産業費 2畜産業費 3,059 1,253 1,806 845 −434 1,395
6農林水産業費 3林業費 9,880 7,091 2,789 35,098 −18,018 −14,290
6農林水産業費 4水産業費 3,630 1,249 2,381 4,041 −2,075 414
7商工費 96,084 36,772 59,312 34,781 −17,856 42,387
8 土木費 1土木管理費 3,531 3,549 −18 1,326 −681 −663
8 土木費 2道路橋りょう費 27,931 25,662 2,269 70,285 −36,082 −31,933
8 土木費 3河川海岸費 6,594 6,231 363 22,298 −11,447 −10,488
8 土木費 4港湾費 7,834 2,301 5,533 7,243 −3,718 2,008
8 土木費 5都市計画費 6,732 5,507 1,225 15,284 −7,847 −6,213
8 土木費 6住宅費 1,078 957 121 2,762 −1,418 −1,223
8 土木費 7空港費 274 369 −95 623 −320 −398
9警察費 21,717 21,637 80 9,105 −4,674 −4,351
10消防費 0 0 0 0 0 0
11教育費 1教育総務費 23,426 11,500 11,926 14,006 −7,190 5,110
11教育費 2小学校費 34,349 33,049 1,300 78,981 −40,547 −37,134
11教育費 3中学校費 21,091 20,027 1,064 48,197 −24,743 −22,390
11教育費 4高等学校費 21,201 20,879 322 7,765 −3,987 −3,457
11教育費 5特殊学校費 6,993 6,677 316 11,295 −5,798 −5,180
11教育費 6社会教育費 3,570 1,833 1,737 2,106 −1,081 712
11教育費 7その他 7,796 6,835 961 2,693 −1,383 −350
12災害復旧費 20,682 261 20,421 2,548 −1,308 19,181
13 公債費 61,485 61,731 −246 18,104 −9,294 −9,056
14普通財産取得費 0 0 0 0 0 0
15 公営企業費 0 0 0 0 0 0
16前年度繰上充用金 0 0 0 0 0 0
17 その他 10,956 11,183 −227 3,342 −1,716 −1,853
















図表 13 一般財源 20%減少による全国的影響額
平均減少率 標準偏差
一職員給 88.7 % 0.003
一職員給以外の人件費 88.5 % 0.005
九投資及び出資金 81.4 % 0.316
五補助費等 87.9 % 0.015
三維持補修費 94.8 % 0.015
四扶助費 90.1 % 0.015
七失業対策事業費 0.0 % 0.000
十一繰出金 93.5 % 0.027
十貸付金 96.2 % 0.028
十二その他 86.5 % 0.018
二物件費 90.1 % 0.013
八積立金 89.7 % 0.018
六普通建設事業費 (単独事業費) 93.0 % 0.013
六普通建設事業費 (補助事業費) 94.9 % 0.018
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(14) 本稿の分析は、図表 4の主成分分析に IBM社の SPSS Statistics を用いた以外は、すべ
てMicrosoft社のExcel 2010 を用いて行った。
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